
第６５期

貸 借 対 照 表
　　　　　　　　　　（２０１９年３月３１日現在）

(株）旭興自動車学校

資　産　の　部 負債及び資本の部
科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

［ 資産の部 ］
円

［　負債の部　］
円

流  動  資  産 223,826,675 流  動  負  債 55,800,322

現金及び預金 45,655,122 前 受 金 11,149,300

未 収 入 金 5,873,842 預 り 金 2,759,664

貯 蔵 品 1,255,046 未 払 金 13,063,248

前 払 費 用 549,480 未 払 費 用 13,161,988

短 期 貸 付 金 170,493,185 未 払 法 人 税 等 7,458,447

未 払 消 費 税 4,645,175

賞 与 引 当 金 3,562,500

固　定　資　産 148,203,388

有形固定資産 144,788,968

建 物 86,346,825

建物付属設備 29,336,879

構 築 物 6,030,672 ［　純資産の部　］

車 輛 運 搬 具 8,536,816

工具器具備品 2,865,408 株主資本 316,229,741

リ ー ス 資 産 11,473,300 資　本　金 20,000,000

少額固定資産 199,068 利益剰余金 296,229,741

利益準備金 5,000,000

その他利益剰余金 291,229,741

無形固定資産 1,594,267 　別途積立金 69,000,000

電 話 加 入 権 275,300 　繰越利益剰余金 222,229,741

リ ー ス 資 産 622,300 （内当期純利益） ( 13,885,973 )

ソフトウエア 696,667

投　 資 　等 1,820,153

投資有価証券 50,000

繰延税金資産 1,770,153

資　産　合　計 372,030,063 負債及び純資産合計 372,030,063



（第６５期）

個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

　（１）　有価証券

　　　　投資有価証券（末上場）・・・移動平均法による原価法

　（２）　棚卸資産
貯蔵品・・・・・・・・・・総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切り下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産(リース資産を除く）

① 建　物　・・・・・・定額法（平成10年4月1日以後取得分から）

② 建物付属　・・・・・定額法（平成28年4月1日以後取得分から）

③ 構築物　・・・・・・定額法（平成28年4月1日以後取得分から）

④ 車両運搬　・・・・・定額法

⑤ 器具備品　・・・・・定額法

（２） 無形固定資産（リース資産を除く）

ソフトウエア（自社利用）については、社内における使用可能期間（５年）に基づく定額法

（３） リース資産・・・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
　尚、リース物件の所有権が借主に移転すると認められる以外のファインス・リース取引のうち、リース取引
開始日が企業会計基準第１３号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引については
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。

３．引当金の計上基準

賞与引当金・・・・・・従業員賞与については、支給期間に対応する見積額を計上している。

４．消費税の会計処理方法

　　　　消費税の会計処理は税抜方式による。

５．税効果会計の適用

　　　　平成１１年度より適用している。

６．連結納税制度の適用

　　　　平成１６年度より連結納税制度を適用している。

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当該事業年度の末日における発行済株式の総数

　　　　普通株式 40,000株

２．当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

　　平成29年6月21日開催の株主総会において、次の通り決議している。

　　普通株式の配当に関する事項

　　　無配当の決議をしている。

３．当該事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

　　　平成30年6月21日開催予定の株主総会において、次の通り決議を行う予定である。

（イ）配当金の総額 400,000円

（ロ）配当の原資　　　　　　　　　　 第64期 利益剰余金

（ハ）１株当たりの配当額 10円

（ニ）基準日

（ホ）効力発生日

（資産除去債務に関する注記）

　当社は、親会社である旭化成株式会社及び旭化成オフィスワン株式会社（以下、両社）と「土地賃貸借契約書」を締結しており、
当社所有の設備により、自動車運転教習及び講習を行っている。　当社は、当該土地賃貸借契約書に基づき、契約終了時における

現状回復義務を有している。

　しかしながら、両社より賃借している土地で営んでいる教習業の継続及び撤退の判断については、当社の意思決定に加えて両社

グループの総合的な判断も考慮して行われることから、資産除去債務の履行時期及び履行時期の範囲と蓋然性を予測することは

困難である。

　また、除去費用については、当該土地賃貸借契約に基づき、契約終了時の当該事業の継続及び撤退の判断の経緯を踏まえて

両社と協議の上原状回復義務を履行することとなるため、当社の負担する除去費用の金額及びその発生確率を見積もることは

困難である。

　従って、当該資産除去債務については、決算日現在入手可能な全ての証拠を勘案し最善の見積りを行っても履行時期の予測

及び除去費用の負担額の見積が困難であり、資産除去債務を合理的に見積ることができないため計上していない。

（表示方法の変更に関する注記）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う繰延税金資産・負債の表示方法の変更「『税効果会計に係る会計基準』
の一部改正」（企業会計基準第28号）を当事業年度より適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債
は固定負債の区分に表示している。

(重要な後発事象に関する注記）

    該当事項なし。

平成30年6月22日

平成30年3月31日


